
福利厚生センターにおいては、既存のサ⊥ビスメニューを見直し、会員の希望する事  

業メ声ユーの拡充等を行うこととしているので、単独で福利厚生の充実に取り組むこと  

が困難な中小規模の事業者等に対して、福利厚生の充実が図れるよう、各都道府県にお  

かれては、社会福祉施設等への各種説明会の場等を通じて、関係者に対する福利厚生セ  

ンター事業の周知について一層のご協力をお願いしたい。   

なお、地域における会員交流事業等の事業の一部は、都道府県社会福祉協議会等を業  

務受諾団体として実施しているので、管内の社会福祉法人に対する周知方お願いしたい。  

（業務受諾団体連絡先、サービスメニューー覧、加入状況等は「参考資料4，5、6」）   

（参考）法人加入状況  

加入率の高い都道府＝県  

1徳島県   

2 三重県   

3 富山県   

4 香川県   

5 山形県  

全国平均  

62．8％   

57．0％   

48．7％   

45．1％   

43．3％   

21．3％  

（オ）日本社会事業大学における福祉・介護人材の養成  

（D 大学本体（4年制大学、大学院等）  

日本社会事業大学は、国から委託を受けて、指導的社会福祉事業従事者の養成を行  

っている福祉の単科大学であり、現在、社会福祉学部（2科）、大学院（博士前期・後  

期課程）、専門職大学院（福祉マネジメント研究科）を設置している。また、この他、  

社会福祉主事等を養成する通信教育課程を設置している。  

－16¶   



【日本社会事業大学の教育・研修組織】   

○専門職大学院 福祉マネジメント研究科（1年） 80名   

○大学院 社会福祉学研究科  

（博士前期課程2年15名、博士後期課程3年 5名）   

○大学 社会福祉学部 福祉計画学科、福祉援助学科（4年） 150名   

○通信教育科 社会福祉主事養成課程（1年） 800名．  

社会福祉士養成課程（1年7月） 400孝一  

精神保健福祉士一般養成課程（1年7月） 200名  

精神保健福祉士短期養成課程（9月）150名  

〔問い合わせ先〕 日本社会事業大学 総務課  

東京都清瀬市竹丘3・1・30  

TELO42・496・3000  http：小ⅣWⅥ．jcsw．ac．jp／   

② 専門職大学院  

福祉・介護サービス分野における従事者のキャリアアップを支援し、福祉・介護   

サービスの質の向上を図る観点から、社会人を対象とした幅広い視野及び専門知識・   

技術を持った高度な福祉専門職業人を養成する専門職大学院を平成16年度に設置し  

た。  

専門職大学院においては、市町村福祉行政への助言、指導ができる都道府県の専門   

職の養成に力を入れているところであるが、近年、行政機関からの職員の派遣が増え   

てきており、現職復帰後の活躍が期待されているので、各都道府県等の職員の派遣に  

ついてよろしくお願いしたい。  

（19年度までの実績）  

熊本県 3名  

長崎県 3名■  

20年度から埼玉県、熊本県から計2名．を受け入れることとしている。  

なお、派遣院生には宿舎が用意されている。  

I  I  

；○専門職大学院福祉マネジメント研究科（1年制）  

（ケアマネジメントコース、ビジネスマネジメントコース）  

※専門職修士の他、社会福祉士国家試験受験資格も取得可  
L＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿」   

（ヨ スキルアップ研修講座  

社会福祉士及び介護福祉士法の改正に伴う新しい養成課程の内容に対応し、実践現   

場の職員の力量向上のため、昨年よりスキルアップ講座を実施している。来年度9月  
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以降（予定）の講座は、都心にある文京区著荷谷キャンパスを使用し、本専門職大学  

院の教員が中心となって教授することとしている。各都道府県においては、リーダー  

となる社会福祉事業従事者の派遣について、管内の市町村及び関係団体等へ周知願い   

たい。   

なお、平成20年度の講座募集については、後日お知らせすることとしている。  

【平成19年度研修講座（参考）】  
l  

（Dスーパービジョン、②権利擁護、③児童問題への対応、④低所得者・ホームレス等への支援、；  
I  

⑤地域包括支援センターの役割、⑥司法と福祉、⑦福祉従事者のための調査データ利用と分析：  

の実際、⑧ケアの記録システム  
I  

L＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿」  

④ 文京キャンパス等を活用した独自の社会人教育  

日本社会事業大学においては、文京キャンパス等を活用した以下のような独自の社   

会人教育を実施しているところであるので、フォーラム等への参加及び周知方よろし  

くお願いしたい。  

［福祉経営フォーラム］  

第一線で活躍している福祉経営者、行政担当者及び学識者が参加する産・官・学  

の連携の下に、社会福祉法∧の経営のあり方について研究を行っているところであ  

る。将来の活力ある社会福祉法人や福祉企業を経営するための新しい仕組みづくり  

などを協議し、そのまとめを公開フォーラムの場で広く公開しており、平成20年  

度は9月を予定している。  

【平成19年度公開フォーラム（参考）】  

テーマ：＝本気で在宅介護・在宅医療なのか？＝  

・基調講演「在宅医療・在宅介護のあり方」  

・行政基調講演「在宅障害者・高齢者を支える制度・体制」  

・在宅医療・在宅介護先進事例パネルディスカッション  

開催日：平成19年9月30日（日）  

会 場：日本消防会館ニッショウホール  

参加費：無料  

［福祉経営塾］   

社会福祉法人の経営改革を担うべき中堅人材を育成するため、財務、労務管理、  

リスクマネジメント、政策・制度まで総合的な経営ノウハウを学ぶことができる「福  
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祉経営塾」を、文京キャンパスにおいて、毎週木・金曜日に開催する予定であるの   

で、フォーラムへの参加と併せて周知方よろしくお願いしたい。  

【福祉経営塾の概要】  

対 象：社会福祉施設等の中堅職員  

日時等：平成20年5月～7月  

毎週木・金18：30～21：40、全40時限（予定）  

会 場：学校法人日本社会事業大学文京キャンパス  

（文京社会福祉専門学校 東京都文京区小石川5－10－12）  

受講費：2乙00，000円  

内 容：基礎編（22時限）、応用編（18時限）の計40時限  

（カリキュラムの詳細は参考資料7参照）  

（カ）社会福祉事業従事者等に対する研修等  

新人材確保指針において、今後、ますます増大する福祉・介護ニーズに的確に対応し、   

質の高いサーービスを確保する観点から、従事者の資質の向上を図るための「キャリアアッ   

プの仕組みの構築」が求められている。  

このため、．平成20年度においても、地方自治体の福祉担当職員及び社会福祉法人経   

営者等を対象とした社会福祉研修を、国立保健医療科学院及び中央福祉学院（ロフォス   

湘南）において実施することとしている。   

（∋ 国立保健医療科学院  

国立保健医療科学院は、社会福祉、保健医療及び生活衛生に関する地方自治体職員  

などの教育訓練等を行っており、平成20年度においては以下の研修を開催すること  

としている。  
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○ 国立保健医療科学院における研修事業  

・都道府県・指定都市・中核市指導監督職員研修  

a社会福祉法人・老人福祉施設担当  

b社会福祉法人・児童福祉施設担当  

c社会福祉法人・障害者福祉施設担当  

d生活保護担当  

・福祉事務所新任所長研修  

・福祉事務所新任査察指導員研修  

・児童相談所中堅児童福祉司・児童心理司合同研修  

300人   

150人   

150人   

100人   

160人   

200人  

80人  

〔問い合わせ先〕 国立保健医療科学院総務部教務課  

埼玉県和光市南2－3－6  

TEL O48－458－6111 http：／／www．niph．go．jp／  

② 全国社会福祉協議会中央福祉学院（ロフォス湘南）   

中央福祉学院は、社会福祉施設長の資格認定通信課程や、社会福祉法人経営者・社会   

福祉施設指導職員の現任訓練のための研修等を行っており、平成20年度においては   

以下の研修を開催することとしている。  

○ 中央福祉学院における研修事業等  

［委託事業］  

・社会福祉主事資格認定通信教育課程  

・社会福祉施設長資格認定通信教育課程  

・社会福祉法人経営者研修課程  

・社会福祉施設長サービス管理研修課程  

・介護福祉士養成実習施設実習指導者特別研修課程  

・社会福祉士養成実習施設実習指導者特別研修課程  

［補助事業］  

・児童福祉司資格認定通信課程  

・社会福祉施設指導職員特別研修課程  

・「福祉職員生涯研修課程」指導者養成研修課程  

2，000人  

300人  

400人   

1，000人  

80人  

80人  

200人   

240人  

50人  

〔問い合わせ先〕 全国社会福祉協議会中央福祉学院  

神奈川県三浦郡葉山町上山口1560－44  

TEL O46－858－1355 http：／／www．gakuin．gr．jp／  
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研修を積極的に活用し、福祉・介護人材のキャリアアップ等を図る上からも、広報  

や会議等を通じて、研修の周知及び参加の促進について周知をお願いしたい。   

なお、平成20年度の研修の詳細については、後日、研修要綱を発送する予定であ   

る。  

ウ 職能団体の強化と連携   

福祉・介護サービスに関わる人材を確保し、より質の高いサービスを提供する上で、社   

会福祉士及び介護福祉士等の福祉・介護サービスに従事する者の職能団体においては、従   

事者の資質の向上のための研修の実施や福祉・介護サービスについ ての周知等その果たす   

役割が大きなものとなっている。   

しかしながら、こうした職能団体への有資格者の参加状況には各都道府県に差があるこ   

とから、各都道府県等におかれては、こうした職能団体の周知にご協力いただくともに、   

人材確保の取組についても、職能団体とも十分に連携を取りながら進めていただきたい。  
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2 介護福祉士制度・社会福祉士制度の見直しについて  

（1）改正の趣旨等   

ア 「社会福祉士及び介護福祉士法」は、昭和62年に、誰もが安心して福祉に関する相談  

や介護を依頼することができる専門的な能力及び知識を有する人材の養成・確保を図るた  

め、創設されたものである。  

イ 制度創設以降20年が経過したが、この間、我が国の福祉・介護制度は、介護保険制度   

や障害者自立支援法等の創設により、措置制度から、利用者の選択と自己決定に基づくよ   

り普遍化した制度に大きく転換し、福祉・介護サービスが飛躍的に増大する中で、これら   

のサービスの中核的な担い手として、介護福祉士の資格取得者数は約64万人に、社会福   

祉士の資格取得者数は約9．5万人に達している。  

ウ 他方、我が国は、いわゆる団塊世代が高齢者となる2015年を目前にし、さらに10   

年後の2025年には75歳以上の後期高齢者数が2，000万人を超えることが見込ま   

れ、いわば高齢化の「最後の急な登り坂」を登りはじめたところといえる。このような状   

況の下で、認知症高齢者や医療ニーズの高い重度の者が増加しており、こうした多様化・   

高度化する国民の福祉・介護ニーズに的確に対応できる質の高い人材を養成していく観点   

から、「社会福祉士及び介護福祉士法」の一部を改正することとしたものである。  

エ また、今回の改正と併せて、社会福祉士及び介護福祉士養成課程の充実を図る観点から、   

平成21年4月以降に社会福祉士及び介護福祉士養成施設に入学する者に係る教育カリキ   

ュラム、教員要件等の基準を抜本的に見直すこととしている。今回の一連の制度見直しに   

おいては、  

・社会福祉士の資格取得方法の見直し  

・社会福祉士の任用・活用方法の見直し  

・介護福祉士の資格取得方法の見直し   

が都道府県（教育委員会を含む。）が行う事務と関連するものであり、今後の制度施行に   

御協力方よろしくお願いする。  

オ 特に、専修学校である社会福祉士養成施設又は介護福祉士養成施設、介護福祉士の養成  
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を行う高校については、各都道府県が行う専修学校又は高校の認可等と地方厚生局が行う  

養成施設の指定を同時並行的に審査を進めていく必要があることから、各都道府県専修学  

校所管部局、私立高校所管部局及び教育委員会に対する周知徹底にご甲意の上、ご協力を  

いただきたい。  

カ さらに、今回の改正においては、社会福祉士養成課程及び介護福祉士養成課程における   

実習を行うことができる施設・事業の範囲を拡大する方向で検討を行っているので、社会   

福祉士養成施設や介護福祉士養成施設等が実習施設等を円滑に確保できるよう、管内施   

設・事業所に対して、今回の制度改正の趣旨や内容に関する周知徹底をお願いするととも   

に、実習教育へのご理解とご協力が得られるよう、特段のご配慮をお願いしたい。  

キ また、社会福祉士の任用・活用の拡大については、参議院厚生労働委員会における附帯   

決議（平成1！〕年4月26日）及び衆議院厚生労働委員会における附帯決議（平成19年  

11月2日）においても盛り込まれているところであり、こうした点を踏まえ、福祉事務   

所等における社会福祉士の任用・活用の促進について特段のご配慮を賜りたい。  

○ 参議院厚生労働委員会における附帯決議（平成19年4月26日）   

山、介護福祉士の資質の向上を図るための教育力リキュラム等の見直しに当たっては、養成施三   

設ルート、福祉系高校ルート及び実務経験ル」トのそれぞれにおいて、同等の水準の知識及；   

び技能が担保されるよう措置すること。また、本改正による介護福祉士の資格取得方法の見！   

直しに併せて、介護報酬の見直しなど制度面を含めて介護福祉士の社会自軍平価に見合う処遇；  

の確保につながる施策の推進に努めること。   

二、介護労働の魅力を高めるため、雇用管理や労働条件の改善の促進、生涯を通じた能力開発；   

及びキャリアアップの支援、潜在マンパワーの就業促進等の実効性ある介護労働力確保対策‡  

を総合的に推進すること。   

三、介護職員の任用については、介護福祉士を基本とすることを念頭に置きつつ、介護福祉士弓   

への円滑な移行を促進するため、その施策の在り方を十分検討すること。   

四、准介護福祉士の仕組みは、フィリピンとの間の経済連携協定との整合を確保する観点にも‡   

配慮して暫定的に置かれたものであることから、介護福祉士制度の見直し後の介護福祉士の⊇   

受入れの在り方について早急にフィリピン側と調整を行う等の対応を行い、その結果を踏ま  

え、速やかに介護福祉士への統一化を図ること。   

五、実務経験ルートに新たに課される六月以上の養成課程について、働きながら学ぶ者の負軒   

軽減に配慮し、通信課程を認めるほか、教育訓練給付の対象となるように基準の設定を行う≦  

こと。   

六、厚生労働省令に率いて介護福祉士の資格取得ルートを規定するに当たっては、法律上の資；  
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格取得ルートとの間で、教育内容及び実務経験の水準の均衡に配慮すること。また、今後、   

介護サトビスの担い手の養成に係る新たな仕組みを設けるに当たっては、現在の資格制度と   

の関係について十分検討を行い、現場が混乱に陥ることのないようにすること。   

七、社会的援助のニーズが増大していることにかんがみ、重度の認知症や障害を持つ者等への   

対応、サービス管理等の分野において、より専門的対応ができる人材を育成するため、専門   

社会福祉士及び専門介護福祉士の仕組みについて、早急に検討を行うこと。また、介護福祉   

士をはじめ、関連分野専門職が社会福祉士となるための必要な履修認定等について検討する  

こと。   

八、社会福祉士及び介護福祉士の国家試験の在り方について、専門家による検討の場を設け、   

必要な知識及び技能を総合的に評価できるような内容となっているかどうかについて検証  

を行うこと。   

九、社会福祉士の任用・活用の拡大については、今回の改正事項の実効性を高めるため、関係   

機関に対し周知徹姦を図ること。   

○ 衆議院厚生労働委員会における附帯決議（平成19年11月2日）   

一、介護福祉士の資質の向上を図るため、教育カリキュラム等の見直しに当たっては、養成施   

設ルート、福祉系高校ルート及び実務経験ルートのそれぞれにおいて、同等の水準の知識及  

び技能が担保されるよう措置すること。   

二、社会福祉士及び介護福祉士の社会的評価に見合う処遇の確保を図るため、介護報酬の見直  

しなど介護保険事業の充実等に努めるとともに、国籍などを理由として介護福祉士の賃金、   

労働条件などに差別的取扱いが生じないよう、監督・指導を行うこと。   

三、福祉・介護労働の魅力を高めるため、「社会福祉事業に従事する者の確保を図るための措   

置に関する基本的な指針」に基づく施策として、社会福祉士及び介護福祉士の雇用管理や労   

働条件の改善の促進、生涯を通じた能力開発及びキャリアアップの支援、潜在マンパワーの   

就業促進等の実効性ある福祉・介護労働力確保対策を総合的に推進すること。   

四、介護職員の任用については、介護福祉士を基本とすることを念頭に置きつつ、介護福祉士   

への円滑な移行を促進するため、その施策の在り方を十分検討すること。   

五、社会福祉士の任用・活用の拡大については、今回の改正事項の実効性を高めるため、都道   

府県及び市区町村の福祉に関する事務所職員への社会福祉士の登用の促進策の在り方につ   

いて十分検討すること。また、社会福祉施設の長、生活指導員等についても、社会福祉士の   

任用を促進するよう周知徹底を図ること。   

六、実務経験ルートに新たに課される六月以上の養成課程について、働きながら学ぶ者の負担   

軽減に配慮し、通信課程を認めるほか、教育訓練給付の対象となるように基準の設定を行う  

こと。   

七、厚生労働省令において介護福祉士の資格取得ルートを規定するに当たっては、法律上の資   

格取得ルートとの間で、教育内容及び実務経験の水準の均衡に配慮すること。また、今後、   

介護サービスの担い手の養成に係る新たな仕組みを設けるに当たっては、現在の資格制度と  

の関係について十分検討を行い、現場が混乱に陥ることのないようにすること。   

八、社会的援助を必要とする者が増加していることにかんがみ、重度の認知症や障害を持つ者   

等への対応、サービス管理等の分野において、より専門的対応ができる人材を育成するため、  
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専門社会福祉士及び専門介護福祉士の仕組みについて、早急に検討を行うこと。また、介護   

福祉士をはじめ、関連分野専門職が社会福祉士となるための必要な履修認定等について検討   

すること。  

九、社会福祉士及び介護福祉士の国家試験の在り方について、専門家による検討の場を設け、   

必要な知識及び技能を総合的に評価できるような内容となっているかどうかについて検証   

を行うこと。  

十、社会福祉士の資質の向上を図るため、教育カリキュラム等の見直しに当たっては、効果的   

な実習が行われるよう実習指導体制の充実に十分配慮すること。  

十一、司法・・教育・労働・保健医療等の分野における社会福祉的課題の重要性にかんがみ、こ   

れらの分野への社会福祉士の職域拡大に努めること。  

（2）社会福祉士制度の改正について、  

（平成19年12月5日）施行）   ア 定義の見直し（公布日  

社会福祉士の役割を明確にするため、「福祉サービスを提供する者又は医師その他の  

保健医療サーービスを提供する者その他の関係者との連絡及び調整」（第2条第1項関係）  

を行うべき旨の規定を追加した。  

（平成19年12月5日）施行）   イ 義務の見直し（公布日  

社会福祉士が果たすべき義務について、 次の規定を追加した。  

：（ア）その担当する者が個人の尊厳を保持し、その有する能力及び適性に応じ自立した日常生活  
I 

l  

： を営むことができるよう、常にその者の立場8こ立って、誠実にその業務を行うこと（第44；  
I 

l  

こ  条の2関係）  
l  l  l  

（イ）その担当する者に、福祉サービス及びこれに関連する保健医療サービスその他のサービス： l   

が総合的かつ適切に提供されるよう、地域に即した創意と工夫を行いつつ、福祉サービス関：                                                                                                                                                       l  

：係者等との連携を保たなければならないこと（第47条第1項関係）  
l  

】  

I （ウ）社会福祉及び介護を取り巻く環境の変化による業務の内容の変化に適応するため、知識及：  
‡ び技能の向上に努めなければならないこと（第47条の2関係）  
】  
1  

（平成21年4月1日施行）  ウ 資格取得方法の見直し   

社会福祉士の資格取得方法について、   

社会福祉主事養成機関の課程を修了した者について、2年以上の実務経験を経て、  

短期養成施設等において6月以上の課程を修了した後、国家試験の受験資格を付与す  

ることとしたこと  
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児童福祉司等の行政職について、従来5年以上の実務経験が必要とされていたが、   

これを4年に短縮するとともに、短期養成施設等において6月以上の課程を修了しな  

ければならないこととしたこと  

など、次のとおり見直しを行った。   

l  

l  

，  

1  

1  

l  

t   

l  

量 （ア）大学等における実習・演習の教育カリキュラム等の質の確保及び標準化を図るため、社会：  
I l  

： 福祉士試験の受験資格を得るために修めることが必要な社会福祉に関する科目及び基礎科目：  
I l  

について、必要な基準を文部科学省令・厚生労働省令で定めることとしたこと（第7条第1：  
l  l  

： 号及び第2号関係） l  
l  

l  

l   l  

（イ）社会福祉主事の任用資格を持って相談援助業務に就いている者のスキルアップを促す等の；  

‡観点から、社会福祉主事の養成機関の課程を修了した者が二児童相談所等の指定施設におい‡  

：て2年以上相談援助の業務に従事した後、社会福祉士短期養成施設等において6月以上社会；  

l．、l ： 福祉士として必要な知識及び技能を修得した蓼合に、社会福祉士の受験資格を付与すること：  
I l  

： としたこと（第7条第9号関係）  
l  

l  

l   

l  

：（ウ）社会福祉士として必要な技能を体系的に修得する機会を確保するため、社会福祉士の受験：  
l  

；資格について、児童福祉司等として従事した期間を「5年以上」から「4年以上」に短縮し、：  

；その従事した後、社会福祉士短期養成施設等において6月以上社会福祉士として必要な知識：  

； 及び技能を修得した場合に受験資格を付与することとしたこと（第7条第12号関係）  

エ 任用・活用方法の見直し（公布日（平成19年12月5日）施行）   

社会福祉士の任用・活用を推進していく観点から、児童福祉司と同様、身体障害者福  

祉司、社会福祉主事及び知的障害者福祉司等の任用資格として、社会福祉士を位置付け  

ることとした。（身体障害者福祉法第12条、社会福祉法第19条及び知的障害者福祉  

法第14条関係）  

（3）介護福祉士制度の改正について   

ア 定義の見直し（公布日（平成19年12月5日）  施行）   

介護福祉士が行う業務の内容について、従来の「入浴、排せつ、食事その他の介護」  

から「心身の状況に応じた介護」に改めた。  

イ 義務の見直し（公布日（平成19年12月5日）  施行）  
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介護福祉士が果たすべき義務について、次の規定を追加した。  

1  l  

（ア）その担当する者が個人の尊厳を保持し、その有する能力及び適性に応じ自立した日常生活：  

： を営むことができるよう、常にその者の立場に立って、誠実にその業務を行うこと（第44： ll  

； 条の2関係）  
l  

l  

l   

l  

l （イ）その担当する者に、認知症であること等の心身の状況その他の状況に応じて、福祉サービ：  
I 

l  

ス等が総合的かつ適切に提供されるよう、福祉サービス関係者等との連携を保たなければな：  
l 

l  

らないこと（第47条第2項関係）  
l  

l  

l  

（ウ）社会福祉及び介護を取り巻く環境の変化による業務の内容の変化に適応するため、知識及：  
l  

： び技能の向上に努めなければならないこと（第47条の2関係）  
1  l  

は平成24年4月1日施行、（イ）及び（ェ）   ウ 資格取得方法の見直し（（ア）及び（ウ）   

は平成21年4月1日施行）  

介護福祉士の資格取得方法について、  

・介護福祉士養成施設等の卒業生について、平成24年度以降に実施される介護福祉士   

塾堅からは、資格の取得に当たり試験を受験しなければならないこととすること  

※ 例えば、2年制の養成施設の場合は、平成23年4月以降の入学者から、試験を受   

けることが課されることとなる。  

3年以上の実務経験を有する者が国家試験の受験資格を得るに当たって、平成24   

年度以降に実施される介護福祉士試験を受験する蓼合には、6月以上の養成課程を経   

なければならないこととすること   

など、次のとおり見直しを行った。  
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1  1  

t  

1  

1  

】  
I  

（ア）文部科学大臣及び厚生労働大臣の指定した学校又は厚生労働大臣の指定した養成施設にお：                                                                                                                                                          l  

； いて2年以上介護福祉士として必要な知識及び技能を修得した者について、従来は介護福祉；  

； 士となる資格を有する者であったが、これを介護福祉士試験の受験資格を有する者に改めた；  
l  l  

こと  
I l  

また、福祉系大学、社会福祉士養成施設、保育士養成施設等（以下「福祉系大学等」とい：  
I l  

う。）において社会福祉に関する科目を修めて卒業した者であって、文部科学大臣及び厚生：  
I l  

： 労働大臣の指定した学校又は厚生労働大臣の指定した養成施設において1年以上介護福祉：  
l  

： 士として必要な知識及び技能を修得した者についても同様に、従来は介護福祉士となる資格：  
l  

： を有する者であったが、介護福祉士試験の受験資格を有する者に改めたこと（第40条第2： l t  

； 項第1号から第3号まで関係）  
l  

l  l   l  

l  

（イ）介護福祉士となるために福祉系大学等で修めることが必要な社会福祉に関する科目につい：  

ll ： て新たに必要な基準を文部科学首令・厚生労働省令で定めることとしたこと（第39条第2：  
I l  

： 号関係）  
l  

l  

1  

l 

l  l  

：（ウ）介護等の実務経験を有する者に係る介護福祉士試験の受験資格については、従前は3年以：  

： 上介護等の業務に従事した者上していたが、これを3年以上介護等の業務に従事した者であ：  

： って、文部科学大臣及び厚生労働大臣の指定した学校又は厚生労働大臣の指定した養成施設；  

； において6月以上介護福祉士として必要な知識及び技能を修得したものに改めることとした；  
l  

こと（第40条第2項第5号関係）  
l  

l  

l   l  

ll ：（ェ）文部科学大臣及び厚生労働大臣の指定した高等学校又は中等教育学校において3年以上（専：  
I l  

： 攻科において2年以上必要な知識及び技能を修得する場合にあっては、2年以上）介護福祉：  
， l  

： 士として必要な知識及び技能を修得した者を法律上介護福祉士試験の受験資格を有する者と：  
l  

： して位置付けることとしたこと（第40条第2項第1号関係）  
l  l  I   

l  

l  

1  

1  

1  

1  

1  

L＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿」  

エ 准介護福祉士制度の創設（平成24年4月1日施行）   

フィリピンとの経済連携協定においては、フィリピン人介護福祉士候補者の受入れに  

ついて、我が国の介護施設における受入れのほか、介護福祉士養成施設での受入れに関  

する事項が盛り込まれているが、その交渉過程において、介護福祉士養成施設の卒業者  

は国家試験を経ることなく資格を取得することができるという現行制度を前提として交  

渉した経緯がある。   

これを踏まえ、同協定と改正法との整合を確保するため、平成24年4月以降、当分  

の間の措置として、介護福祉士養成施設を卒業した者について「准介護福祉士」の名称  

－28－   



を用いることができることとする仕組みを設けることとした。   

なお、准介護福祉士の仕組みは、このようなフィリピンとの協定が契機となったもの  

であるが、日本人と外国人を平等に取り扱う必要があるため、日本人を含め、介護福祉  

士養成施設を卒業したが介護福祉士でない者すべてに適用する。  

（注1）准介護福祉士については、「介護福祉士となるため、介護等に関する知識及び技  

能の向上に努めなければならない」旨を規定し、介護福祉士の資格を取得する途中  

段階としての位置づけを明確化する（附則b条において準用する第47条の2関係）  

とともに、准介護福祉士の資格を取得する者が修了すべき教育課程の時間数につい  

ても、現行の1，650時間から1，800時間程度に拡充することとしている。  

（注2）また、日比経済連携協定に関するフィリピンとの協議の状況を勘案し、「この法  

律の公布後5年（平成24年12月5日）を目途として准介護福祉士の制度につい  

て検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる」こととした。（改正法附  

則第9条第1項関係）  

（4）制度の見直しを受けた平成20年度予算（案）  

厚生労働省としては、社会福祉士及び介護福祉士制度の見直しを受け、来年度新規事業   

として、  

ア 介護教員講習会  

法改正にあわせて、認知症高齢者に対するケア等の新たな介護キーズに対応できる、  

より質の高い介護福祉士を養成するため、これまでの研修内容を見直した上で、引き続  

き介護福祉士養成施設の専任教員となる者に対して講習会の受講を必須とし、日本介護  

福祉士養成施設協会が全国の各ブロックにおいて講習会を実施することとしている。  

＿ ＿ ＿．＿＿．＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿＿ ＿ ＿．■ ＿ ＿ 一 ＿ ＿ ■ －・－・－ －・一 一 一・－ －・－－ － － －・－・－ － －・－ － 一 一 － － ●一 ‾ 一 － ‾ ‾ －● ■－ ‾ ‾ ・‾ ‾ ‾ ‾‘‾ ‾ ‾ ‾ ■‾ ‾ ‾ ‾’‾ ●‾ ‾ － ‾ ‾ ‾ ‾ ‾l  

l  

l  

l  

1  1  I  

一  
】  
l  1  

1  

1  1  1  

1  

1  1  1  l  

＿＿＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿」  

l  

；企護教義整翌会  

実施主体：社団法人 日本介護福祉士養成施設協会  

対象者：新たに介護福祉士養成施設で専任教員になる者  

研修時間：300時間（実施主体が一貫して実施）  

研修人員：1か所当たり 42人   

実施場所：全国5か所  

イ 社会福祉士実習・演習担当教員講習会   

成年後見、権利擁護等の新たな相談援助等に関する福祉ニーズに対応できる、より質  
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の高い社会福祉士を養成するため、社会福祉士養成施設及び福祉系大学等の実習・演習  

担当教員に対して講習会の受講を必須とすることから、新たに日本社会福祉士養成校協  

会が全国の各ブロックにおいて講習会を実施することとしている。  

l  

・演習担当教員 

実施主体：社団法人 日本社会福祉士養成校協会   

対象者＝社会福祉士の実習・演習を担当する教員で社会福祉士かつ5年以上の実務という条；  

件を充たさない者  
l   

研修時間：51時間  
l   

研修人員：1ブロック 40人  
l   

実施場所：全国7ブロック  
l  
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ウ 介護福祉士養成実習施設実習指導者特別研修  

実習を通じて介護の実践が実施できるよう、より質の高い実習内容を確保する観点か   

ら、実習施設における実習指導者の要件として経過措置期間を設けた上で研修会の受講   

を必須とすることから、全国社会福祉協議会中央福祉学院に加え、新たに日本介護福祉   

士会が全国の各ブロックにおいて実習施設の実習指導者に対する研修を実施することと   

している。   
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l  

；介護福祉士養成実習施設実習指導者特別研修   

実施主体：社団法人日本介護福祉士会  

全国社会福祉協議会中央福祉学院   

対象者：介護福祉士実習施設の実習指導者になろうとする者   

研修時間：現行と同時間程度（現行 22．5時間）   

研修人員：1回当たり 40人（1ブロック8回開催）   

実施場所：全国6ブロック、中央福祉学院  
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エ 社会福祉士養成実習施設実習指導者特別研修   

実習を通じて相談援助技術の習得ができるよう、より質の高い実習内容を確保する観   

点から、実習施設における実習指導者の要件として経過措置期間を設けた上で研修会の   

受講を必須とすることから、全国社会福祉協議会中央福祉学院に加え、新たに日本社会   

福祉士会が全国の各ブロックにおいて実習施設の実習指導者に対する研修を実施するこ   

ととしている。  
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